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まえがき 
 
 本事業は、農林水産省の補助事業である「令和 4 年度 農林水産省補助事業アフリカ等の企業コンソーシアム

によるフードバリューチェーン構築実証事業」として実施したもので、 
これまでわが国が培ってきた農業生産・食品製造・流通システム、環境負荷軽減など、日本の「強み」である

様々な技術・ノウハウを活かした他国に負けない日本企業コンソーシアムによる FVC を構築することで、我が

国食産業の海外展開の促進と、それによる我が国農林水産物・食品の将来的な輸出対象地域に発展させるため

の環境整備を目的とするものです。 
株式会社唐沢農機サービスと株式会社商船三井は、令和 4 年度ケニア共和国における米のフードバリューチェ

ーン構築事業化共同体を結成し、ケニア共和国において、村の精米所設立による FVC 構築を目指して実証事業

を実施しました。 
 
本事業では、将来的に小規模農家が「自らが栽培・精米した米を自ら価格設定し、販売できるシステム」を創

造し適切な市場価格での流通を実現する為、まず小規模農家自らが精米を実施できる新たな精米所システムの

導入について実証を行いました。 
事業実施主体である株式会社唐沢農機サービスと株式会社商船三井は、2021 年よりケニア共和国を中心とす

る諸外国への農業用機械輸出事業で連携して参りました。本事業では、日本国内で農業用機械の販売・修理サ

ービスを提供する株式会社唐沢農機サービスの機材選別・調達力ならびに農機の修理・整備に関する技術力
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と、株式会社商船三井の現地ネットワークの活用並びに海上・陸上輸送、通関に関するノウハウを生かした企

業コンソーシアムにより事業化検証を実施いたしました。 
本報告書は、上記活動の成果を取りまとめたものです。 
 
最後に、本報告書は当コンソーシアムの責任において作成したものであり、農林水産省あるいは日本国政府の

見解を代表するものではないことを念のため申し添えます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和４年度ケニア共和国における米のフードバリューチェーン構築事業化共同体 
株式会社唐沢農機サービス 

代表取締役 唐澤 健之 
 
 

アフリカ等の企業コンソーシアムによるフードバリューチェーン構築実証事業 
–ケニア共和国における‘村の精米所システム’構築実証事業– 

 
ー目次ー 

 
1. 事業計画の概要 

1.1. 事業実施国 
1.2. 事業の目的と背景 

2. 本事業における活動概要 
2.1. 現地事前調査 
2.2. 現地適合性調査 

3. 使用機材の手配 
3.1. 機材選定 
3.2. 機材選定理由 
3.3. 輸送 

4. 現地事前調査結果 
4.1. 現状のサプライチェーンに関する調査結果 
4.2. 現地精米所の現状 
4.3. 現地農家アンケート結果 

5. 現地適合性調査結果 
5.1. 実施スケジュール及び実施内容 
5.2. 現地デモンストレーションの実施結果 

6. 事業化検討会 
6.1. 事業化検討会の概要 

7. 想定されるビジネスモデル 
7.1. 機材に関する情報 



3 

7.2. 顧客の想定収益の算出 
7.3. ビジネスモデル図 

 
ANNEX 

1. サンプル（籾・玄米・精米） 
2. 現地適合性調査 機材設置先リスト 
3. 現地適合性調査 収集データ 
4. 製品パンフレット 
5. マニュアル・手順書 



4 

 
調査対象国の地図 

（本事業の活動対象地は、Mwea と Kisumu の 2 地域） 
出典：Political Map of Kenya 

https://www.nationsonline.org/oneworld/map/kenya_map2.htm 
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1.事業計画の概要 

1.1.事業実施国 
 本事業では、新たなフードバリューチェーン構築事業実施国として、ケニア共和国を選定した。事業実施国

の選定理由を下記に述べる。 
 ケニアは、国内 GDP に占める農業生産額は 23.55%（2021 年/国連）、農業生産額の対 GDP 比の国際順位は

209 カ国中 32 位であり、農業は国の最も重要な産業の一つである。一方で、農業の機械化が課題であり、国

策として農業機械化・稲作振興を進めている。その一環として、ケニア国農業・畜産・水産・協同組合省は

“National Agricultural Mechanization Policy”を掲げ、農業生産者の生産性と所得を向上させるために農業機械化

の水準を引き上げることを目的として農業機械化の品質保証や機械化サービスへの投資、普及等を謳ってい

る。また、農業機械化は、ケニアに限らずサブサハラアフリカ全体における課題でもある。サブサハラアフリ

カ全体の農業機械化は、1 人当たり GDP が同レベルのアジアの国々と比較して遅れているが、その中でも、東

アフリカ諸国の中では相対的にケニアが最も発展しており、1 人当たり GDP や人件費が高く機械化が進みやす

い点がある。 
 近年アフリカ各国の米の消費量は急速に増加しているが、ケニアについても例外ではなく、1990 年は 4.1 万

t であった米の生産量は、2021 年時点で 18.6 万 t（FAOSTAT）まで拡大している。米の輸入量も増加傾向にあ

り、輸入量（籾ベース）は 2021 年には 61 万 t 程度まで拡大している。 
米の生産量や輸入量は年々増加しているものの、それ以上のスピードで消費量が拡大し続けており、消費量の

90%近くをインドやパキスタンからの輸入に頼っている。 
 

1.2 事業の目的と背景 
 本事業の目的は、将来的に小規模農家が「自らが栽培・精米した米を自ら価格設定し、販売できるシステ

ム」を創造し適切な市場価格での流通を実現する為、まず小規模農家自らが精米を実施できる新たな精米所シ

ステムの導入について実証することである。 
 米のサプライチェーンにおいて、【生産システム】については、海外製のトラクターやコンバイン・ハーベ

スター等の導入が進むものの、【加工・流通システム】においては、収穫後の乾燥を路上で実施することによ

る石の混入や、水分量の偏りによる砕米の発生、精米設備の老朽化や、精米機の性能の問題、また地域によっ

ては集荷・流通システムの未整備により国外に米が流出しているといった事態が発生している。 
 本事業の目的は、上記のような加工・流通システムにおける課題を解決するための現地調査と、フードバリ

ューチェーン構築を実現することを目的とする。 
 日本国内で農業用機械の販売・修理サービスを提供する株式会社唐沢農機サービスの機材選別・調達力なら

びに農機の修理・整備に関する技術力と、株式会社商船三井の現地ネットワークの活用並びに海上・陸上輸

送、通関に関するノウハウを生かした企業コンソーシアムにより、現地に新たな精米所システムを提供する実

証事業を実施した。 
 本実証事業では、比較的所得の高い賃耕・賃刈農家等の農業サービスプロバイダーに日本メーカーの小型精

米機を供給し、“村の精米所”の役割を果たすシステムを構築し、事業化可能性調査を行った。 
 
 背景：【フードバリューチェーン構築の現状と課題】 
本事業の調査対象地域の 1 箇所であるムエア灌漑事業区は、ケニアの米生産の 50%近くを占める灌漑事業区で

あり、各主体による精米システムが提供されている。米生産者組合による集荷・精米・販売システムの提供

や、精米公社による大規模な精米施設での精米が実施されている他に、小規模農家の多くは点在する民間の小

規模精米施設へ籾を持ち込み精米費用を支払うことで精米を行っている。 
 しかしながら、現状の精米施設はそれぞれの農家が遠方から籾を持ち込まなければならない上に、設備はい

ずれも老朽化が進み精米後の状態は良くなく、また乾燥についても路上で天日干しを行っていることで石など

が多く混入したり、水分量の偏りにより砕米が多く発生したりする等の課題がある為、高性能かつ現地の米の

特性に合致した精米設備の導入が課題となっている。 
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 又、もう一方の調査対象地域であるキスム地域を含むビクトリア湖周辺地域においては、水田灌漑開発が推

し進められる一方で、加工・流通のバリューチェーン構築が遅れ、米の集荷システムが整っていないことを理

由に、ウガンダの仲買人が米を買い集め、生産された多くの米が他国へ流出している状況が確認されている。 
 上記課題の解決には、実態を把握した上で、生産された米の集荷・加工・流通システムを同時に整えなけれ

ばならない。 
 また、本計画策定における事前ヒアリングにおいて現地農家からは、近年の米消費量の増加に伴い、自らが

少量を精米し自家用消費に充てる、或いは自身で販売価格を決定し、需給や市場動向を反映した適切な価格で

販売したいといった少量の米を気軽に精米できるシステムを望む声も多く確認された。 
 

2.本事業における活動概要 

2.1.現地事前調査 
 令和 4 年 7 月〜8 月にかけて、実施対象国のケニアで日本食レストラン運営、米の契約栽培・卸売等を営む日

系企業である KAI GLOBAL Ltd.が現地調査を実施した。現状の米の加工・流通サプライチェーンの実態調査並

びに現地ニーズの調査を行うことにより、実態把握、精米施設調査の他、現地農家等への聞き取り調査を実施

した。 
 

１）事前調査事項 
調査事項 概要 

現状のサプライチェーンに

関する調査 
本事業の委託先である KAI GLOBAL Ltd.現地スタッフによる現地調査及び日本

国内においても各文献調査を実施 
・キリニャガ県ムエア灌漑事業区、キスム県キスム地域（ビクトリア湖沿岸地

域）の精米施設数及び地域分布 
・生産者から消費者までの流通ルート 
・市場価格動向 

精米施設調査 ムエア地域・キスム地域の現地精米所調査を行う。本事業の委託先である KAI 
GLOBAL Ltd.スタッフが精米施設へ訪問し、アンケート調査並びにサンプル収集

等を実施 
・設置機械（粗選機・石抜機・シフター等の有無含む） 
 └製造国・処理能力・稼働時間 
・精米料金 
・稼働シーズン 
・流通経路 
・籾や精米のサンプル収集 

現地ニーズ把握 ムエア地域・キスム地域の現地小規模農家等のニーズ調査を実施 
本事業の委託先である KAI GLOBAL Ltd.スタッフの手でアンケート調査を行

う。 
・現状の精米施設に対する所感（不満や要望） 
・精米の品質に関する要望 
・生産者が「自ら精米を行った上で自家消費に回す、あるいは自身で価格決定

して販売する」ニーズの有無の調査 
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2.2 現地適合性調査 
   令和 5 年 1 月から 2 月にかけて、現地適合性の実証を実施した。実証実験にあたっては、唐沢農機サービス

が現地の課題解決に向けた適切な精米機・石抜機等の機材選定を行い、KAI GLOBAL Ltd.と商船三井の現地ネッ

トワークを活用し、現地サービスプロバイダーや小規模農家、農機具販売店等との調整を実施した。 
 1 月に、唐沢農機サービススタッフ、商船三井現地駐在スタッフが現地デモンストレーション並びに、精米

機設置場所の選定・調整・設置を実施。同時に、現地農家や販売店等に対して、精米機をはじめとする日本の

農業用機械のプロモーションを実施した。サービスプロバイダー（精米機設置先農家等）に対しては、部品交

換や軽度な整備への対応方法等の技術指導も実施した。 
 
① 製品・サービス等の実証項目、実証方法（計画） 

実証項目 実証方法 

日本メーカー製精米機の適

合性実証 
唐沢農機サービス社員が現地へ渡航し、日本メーカー製小型籾摺り精米機及び

乾燥・精米技術に関して技術支援・指導を行う。 
・事前調査の結果を踏まえ適切な実証調査実施場所を選定の上、現地農家・農

機販売店・サービスプロバイダー等を招聘し、デモンストレーションを実施す

る。 
・現地農家やサービスプロバイダー等の中から精米機設置場所の選定を行い、

3〜4 ヶ月の使用で耐久性及びニーズの確認を行う。 

「村の精米所サービス」の

実証 
・精米所設置先に対し、精米量や精米品質に関するデータの収集を義務付け

し、 
設置から 3〜4 ヶ月後のデータを元に、精米所サービスとして機能するか検証

を行う。 

 
 
 

② 小規模農家等の指導、育成事項（計画） 

指導、育成事項 概要 

精米機設置先への技術指導 デモ対象機である小型籾摺り精米機の使用方法及びメンテナンス方法の指導 

小規模農家等への技術指導 収穫後の乾燥方法等の技術指導を行い、砕米や石等の混入を防ぎ、精米品質

を向上させるための指導 

 
 

3.使用機材の手配 

3.1 機材選定 
 機材選定にあたっては、唐沢農機サービスが複数社の比較を行い、機材選定を行った。日本メーカー複数社

の比較を経て、カンリウ工業株式会社の精米機を採用した。 

3.2 機材選定理由 
 本事業実施にあたり、カンリウ工業製の機材を選定した理由を下記に述べる。 
まず 1 点目として、カンリウ工業の海外での販売実績がある。カンリウ工業は、すでにアジアやアフリカ各諸
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国で長粒種用の小型精米機の販売実績があり、ケニアの稲作において主流となっている長粒種に対応した精米

機を量産している。 
次に、2 点目として、唐沢農機サービスが従来からカンリウ工業製品の代理店として製品販売を行ってきたた

め、アフターサポートの対応がスムーズにできるという点がある。本事業においても機材の一部に初期不良が

発生したが、オンライン会議によるサポートや代替部品の輸送手配等をスムーズに実施することができた。 
 
 本事業で採用した機材の仕様について下記に記載する。 

籾すり精米機 

製造元 カンリウ工業株式会社 

製品名 Southeast Asian / African Model “Skeleton” IMPELLER-TYPE Rice Husking & Milling Machine
（A-1） 
（日本仕様製品：カンリウ工業株式会社 籾すり精米機 、型式：SRH658E） 

処理能力 110kg/時 

モーター/エンジ

ン出力 
Motor 2.2kW（3PS）Engine 3.0~4.8kW（4~6.5PS） 
※本事業では、現地の電力供給状況を踏まえ、エンジン式を採用した 

大きさ/本体重量 840mm(幅)×700mm（奥行）×1280（高さ）/ 本体重量 94kg 
 
 

石抜機 

製造元 カンリウ工業株式会社 

製品名 Stoner（ST102S） 

処理能力 110kg/h 

モータ出力 0.1kW（0.13PS）,220V 

大きさ/本体重量 400mm(幅)×260mm(奥行)×415mm(高さ) / 本体重量 17kg 
 
 
 
 

3.3 輸送 
 使用機材の輸送において、機材手配〜機材到着まで 6 ヶ月程度を要した。本事業における使用機材は、カン

リウ工業株式会社の製品のうち、長粒種仕様の製品を選定したため、タイからの出荷となった。 2022 年 6 月

時点で機材の選定及び手配は完了していたものの、輸出前検査や輸送スケジュールが当初想定より長引く結果

となった。精米機や石抜機等は検査に対応できる会社が少ないこともあり、今後の輸送の際の課題である。実

際の輸送スケジュール及び現地当局等の対応について下記に記載する。 
 
2022 年 6 月中旬 機材選定・手配完了 
2022 年 7 月中旬  検査申込 
2022/7/22 検査機関へ状況確認を実施 検査に時間を要しているとの報告 
2022/8/5 ケニア大統領選の影響により、当局との連絡が取れない状態となった 
2022/8/24 ケニア当局が稼働し、輸出前検査の一部項目免除の方向で進捗 
2022/9/9 精米機 20 台とエンジン 20 式の出荷承認 
2022/9/15 石抜機 20 台の出荷承認 
2022/10/19 船積実施 
2022/11 月中旬 機材現地着 
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4.現地事前調査結果 

4.1 現状のサプライチェーンに関する調査結果 
 ケニア国内の米の生産量の約 70~80%は、国家灌漑公社（NIB）が管理する大規模灌漑地区（ムエア、アヘ

ロ、ブニャラ、西カノ等）で生産されており、中でも本事業の適合性検証先の一つでもあるムエア灌漑地区は

国内最大の灌漑地域で、国内生産量の 50%近くを占める米が生産されている。 
 現在は米の流通は自由化されているが、かつては生産者組合を通じて多くの米が販売されていた。ムエア灌

漑地域には、米栽培農家の組合（MRGM―Mwea Rice Growers Multipurpose Co-op. Society Ltd）があるが、加入

農家数は多くはない。農家はこのような生産者組合を通して米を流通経路に乗せる他に、精米業者に販売する

ことや、地元の市場で自ら販売することで収入を得ている。 
 精米施設数が多くないエリアでは、農家は自ら運搬コストを負担して遠方の精米所まで籾を運搬するか、仲

買人に販売して生計を立てており、仲買人に販売するケースでは買い叩かれることもある。 

4.2 現地精米所の現状 
 精米施設については、ケニア全体で大規模精米施設が 15 箇所程度、その他民間含む小規模精米施設が 200
箇所以上存在している。ムエア灌漑地域には、大規模精米施設が数カ所ある他、民間の小規模精米施設が 100
カ所以上ある。また、民間の精米施設の多くは乾燥用の設備を持たず、その多くは天日干しによって乾燥を行

っていることから、籾の水分量が一定にならず、また、石や砂、塵などが混入しやすい環境にあることも問題

である。水分過多や過乾燥は砕米発生の要因となり、土砂や塵の混入は、精米設備の摩耗にもつながるため、

精米施設の設置にあたっては、粗選機の導入なども検討する必要がある。 
 現地精米所の現状把握のため、現地精米施設へのインタビューを実施した。 
 
1）精米施設調査結果 

調査日時 2022 年 7 月 27 日 

位置情報 Tabere Location Mwea 

精米所名称 Boma Rice Millers 

回答者名/役職 Mr Ben Massawe / Owner 

粗選機の使用 有。中国製 

石抜機の使用 有。中国製 

精米機の種類（ゴムロール or インペラー） 中国製 
ゴムロール 

シフターの使用 有。中国製 

その他機械の使用 有。カラーソータ（磁力選別機） 
 

 

4.3 現地農家アンケート結果 
 2022 年 7 月に、ムエア地域を中心に現地小規模農家等のニーズ調査を実施し、本事業の委託先である KAI 
GLOBAL Ltd.スタッフの手でアンケート調査を行った。12 の農家の回答を収集し、回答をまとめると下記の通

りとなった。 
 調査対象農家の平均作付面積は、8 エーカー（約 32,374 平方メートル）、生産しているコメの種類は、10 の

農家がピショリ米、1 農家がネリカ米、その他 1 農家はピショリ米およびコシヒカリと回答した。コシヒカリ

を生産している農家は、KAI GLOBAL の契約農家で、日本食レストラン等での提供のためコシヒカリを生産し

ている。生産した米の流通経路については、ほとんど全ての農家が地元市場や小売業者に販売するか Mwea 
Rice Growers Society への販売をしており、自身の手で販売しているという農家は 1 農家に留まった。生産した
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米の自家消費については、全ての農家が一部を自家消費に充てていると回答があったが、生産量の 50%以上を

自家消費に充てている農家は、1 農家に留まり、ほとんどの農家の自家消費量は 10%以下であった。 
 精米機や石抜機の保有については、現状で精米機や石抜機を自ら所有している農家は 3 名で残りの 9 名は精

米機や石抜機を所有していないとの回答だった。現時点で精米機を所有していない農家も含めて全ての農家が

精米機や石抜機の所有の必要性を感じており、現状の精米システムの課題として回答者の多くが、輸送コスト

と道路網の不便さを挙げていた。 
 上記の結果から、現状の課題として輸送コストや道路網の不便さがあり、多くの農家が自家消費や少量の精

米のための精米機や石抜機の所有ニーズを抱えていることが明らかになった。 
 
 
1）アンケート調査結果 

項目 回答 

平均作付面積 8 エーカー（約 32,374 平方メートル） 

種類 10 農家 ピショリ米 
1 農家 ピショリ米及びコシヒカリ 
1 農家 ネリカ米 

生産した米の販売方法 5 農家 地元市場 
3 農家 小売業者 
2 農家 Mwea Rice Growers Society に販売 
1 農家 契約先に販売（KAI GLOBAL Ltd.） 
1 農家 自身で販売 

自身で生産した米を自家消費に充てているか？ 11 農家が はい と回答 
1 農家は初回の収穫を迎えていないとの回答 

自家消費率 ~5% 1 農家 
5~10% 7 農家 
10~20% 2 農家 
20%以上 1 農家（自家消費 50%） 
未定 1 農家 

販売価格の決定方法 市場価格により決定 11 農家 
自身で販売価格を決定 1 農家（KAI GLOBAL 契約

農家） 

精米機及び石抜機を自身で所有しているか？ 所有している 3 農家 
所有していない 9 農家 

現在使用している精米機について 民間精米施設を使用  7 農家 
近隣住民が所有する小型の精米機を使用  2 農家 
未回答 3 農家 

現在使用している精米機の製造国 中国 9 農家 
未回答 3 農家 

現在使用している精米施設への運搬方法 トラック 2 農家  
車両・タクシー 3 農家 
バイク・モーターバイク 4 農家 
トラクター 1 農家 
ロバ荷車 1 農家 
未回答 1 農家 
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現在使用している精米施設や精米機に関する問題点 運搬コストの高さ 11 農家 
道路環境（道路が悪い）4 農家 
石抜機がない 1 農家 
※複数回答あり 

自分自身で精米機や石抜機を所有したいか？ 所有したい 12 農家 

その理由 ・自身や近隣住民の自家消費に充てるため 
・近隣に精米施設がないため 
・精米後の籾殻を手に入れたい 
・輸送コストを削減し利益を上げるため 

 
 
 

5.現地適合性調査結果 

5.1 実施スケジュール及び実施内容 
 令和５年１月から令和５年２月を現地適合性調査期間として、現地デモンストレーションならびに各設置

先でのデータ収集を実施した。ケニア共和国ムエア地域とキスム地域に精米機と石抜機を１８箇所設置し、

適合性調査を実施した。 
 まず、2023 年 1 月 15 日から 2023 年 1 月 25 日までの期間に現地デモンストレーションを行い、唐沢農機

サービスと商船三井のスタッフで機材組み立て、設置、設置先への機材使用指導、データ収集方法の指導を実

施した。期間の前半をムエア地域、後半をキスム地域でのデモンストレーションに充てた。その後、1 月下旬

より随時、各設置先におけるデータ収集を行った。機材設置先に対しては、稼働時間、精米量、コメ生産者の

圃場から精米機設置先との距離、移動手段などのデータ提出を求めた。また、精米品質を左右する籾の水分量

を一定に保つため、各設置先に水分計を支給し籾の乾燥方法も指導した。 
 

5.2 現地デモンストレーションの実施結果 
 2023 年 1 月 15 日から 1 月 25 日までのデモンストレーションの期間には、多数の機材の不具合が発生し

た。 
不具合の原因については、一部の設置先で正しい組立方法や設置方法が浸透しておらず、不適切な使用が要

因となった可能性もあるが、機材本体の不良が多数発生した。具体的には、籾殻送風機の一部パーツの破

損、籾殻の吸引ホースの破損、溶接の不備等が発生した。機材本体の不良については、予め輸送していた予

備パーツの使用に加えて、追加パーツの輸送や代替パーツの手配にて対応を行った。また、適切な組立方法

や使用方法に関して、細かい指導が必要な箇所は、手順書や動画を作成して配布した。 
 1 月中旬から随時、設置先でのデータ収集を実施した。精米品質については、籾が残らず精米度合いが統一

されていると高い評価を得た一方で、一部の農家からは精米機の不具合によって安定した精米量を確保するこ

とが困難だったとの不満の声が上がった。 
 また、1 回あたりの精米量に関して、エリアによる違いが見られた。ムエア地域の設置先においては、10kg
以上のまとまった精米が比較的多いのに対し、キスム地域の設置先においては、5kg 以下の少量をする農家が

多いことが明らかになった。これには、既存の精米施設との距離や精米料金も影響していると見られ、すでに

精米施設が比較的多いムエア地域よりも、キスム地域の方が少量を頻繁に精米するニーズが高いことが考えら

れる。 
 また、今回の調査において、石抜機単体の使用に対しても高い需要があることが判明した。今後の事業化に

おいては、精米機がさらに普及していない地域選定を行った上で、販売先を個々の農家ではなく、当面はリー

ス料金の支払い能力のある農機具販売店や種苗店等の多数の農家がアクセスしやすい先に絞り、精米や石抜を

工程別に実施できる料金体系の設計を行うことで、現地での小型精米機等の普及を図る 
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6.事業化検討会 

6.1 事業化検討会の概要 
 2023 年 3 月 7 日に唐沢農機サービス、商船三井、KAI GLOBAL Ltd.の 3 社の参加にて、事業化検討会を開催し

た。 
 
【議事要旨】 
＜1＞マクロ的要素に関する検討 
・政治、経済面においては、農業生産額の対 GDP 比は 23%、全人口の 60%が農業に従事しているため、国の

最も重要な産業の一つであり、さらに今後も国策として農業機械化の品質保証や機械化サービスへの投資、普

及が謳われている。 
・法規制の面において、今後継続的な機材輸送を行う際には通関・輸出前検査体制の再確認を行う必要があ

る。 
 
＜2＞ミクロ的要素に関する検討 
・誤った組み立てや設置による機材の不具合に対する不満の声はあったものの、精米品質の高さを認める声が

多数だった 
・現地の精米価格は、２〜３ケニアシリング程度。精米施設が普及しているエリアでは競争優位性を見出すこ

とが困難である。 
・ぬか（bran）を仕分けして利用できることに価値を感じる声が多かった。※ぬかは家畜飼料等に利用 
・精米品質の高さを認める声が多い一方で、現地では価格優先のニーズが高く、価格と品質のバランスを見極

める必要がある。 
・ケニアでは現状の石抜きは手作業で行われているケースも多く、石抜機単体に興味を示す人も多かった。 
・今回の現地適合性検証においては、電力供給が安定しないことを想定しエンジン仕様の精米機を使用した

が、現地の電力の使用状況や燃料コスト等を踏まえるとムエア地域においてはモーター仕様の方が適切であっ

た可能性がある。キスム地域は電力供給が十分でなく、モーター仕様の機材では使用できない先もある 
・モーターやエンジンを付属しない精米機本体だけのニーズもある 
 
 
 

7. 想定されるビジネスモデル 

7.1. 機材に関する情報 
 
【籾すり精米機】 
メーカー：カンリウ工業株式会社 
製品名・型番：Impeller-type Rice Husking & Milling Machine ‘Skeleton’ （A-1） 
精米能力：110kg/1 時間 
インペラ方式・籾すり精米機 
サイズ・質量：840mm(w)×700mm(d)×1280mm(h)・94kg 
モーター動力（kw）：2.2kw(3PS)or higher 
エンジン動力（kw）：3.0〜4.8kw（4〜6.5PS） 
 
【石抜機】 
製品名・型番：Stoner  
処理能力：150kg/1 時間 
サイズ・質量：400mm(w)×260mm(d)×415mm(h)・17kg 
モーター電力（kw）：0.1kw（0.13PS）, 220V, Single Phase 
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7.2.ビジネスモデル図 

 

 7.3.顧客の想定収益の算出 
 

1.年間精米量（kg） 

 所定の処理能力（110kg/h）
で精米を行うケース 

所定の処理能力の 50%の稼働で精

米を行うケース（50kg/h） 

処理能力 110kg/hour 籾 50kg/hour 籾 

1 日（10 時間） 1,100kg/ day 籾 500kg/day 籾 

1 ヶ月（23 日） 25,300kg/ month 籾 11,500kg/ month 籾 

1 年 303,600kg / year 籾 138,000kg/ year 籾 

精米量：歩留まり率

（60%） 
182,160kg / year 精米 82,800kg / year 精米 

   

2.精米価格別の想定利益 ※1 ケニアシリング=1.005 円にて換算 

精米価格   

5Ksh/kg の場合の年間収益 915,354 円（910,800Ksh） 416,070 円（414,000Ksh） 

3Ksh/kg の場合の 
年間収益 

549,212 円（546,480Ksh） 249,642 円（248,400Ksh） 

   

3.販売想定価格（精米機（エンジン仕様）+石抜機+補用部品 1 式+輸送費込） 
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想定販売価格 50 万円 50 万円 

 
 
 上記には、ダップファン、ライニング、メンテナンス実費等の交換パーツ代や工賃は含んでいない。交換パ

ーツは、一定量ごとに摩耗により交換が必要になる。そのため、少しでも精米ニーズが高く精米価格を高く設

定できるエリアを選定し、機材の販売活動を行う必要がある。 
 本事業においては、精米と石抜をセットで提供したが、今回の調査において、石抜単体の利用ニーズがある

ことや、粗選機のニーズも高いということが明らかになったため、今後の事業展開においては、精米、石抜、

粗選機それぞれの工程ごとに 2~3 ケニアシリングの価格設定を行う等、顧客の利便性向上とともにサービス提

供単価の向上のための施策を検討する。 
 
 また、本事業の実施において多数の機材の不具合が発生したことにより、新たに日本からの遠隔オンライン

サポートサービスの可能性を見出した。内容としては、ケニア等の各国へ輸出した機材のアフターサポートを

オンラインで提供するというものである。本事業の実施体制として、修理・整備のノウハウを日本の唐沢農機

サービスが提供し、ケニア現地の商船三井スタッフや現地メカニックが実際の修理を行う体制を組んでおり、

実際に現地適合性検証期間中の機材の不具合の対応は、SNS やチャットツールを用いてテレビ電話等によるサ

ポートを実施した。かつては農機具の修理やメンテナンスには現地に専門の整備士を派遣する必要があった

が、本スキームでは、必要な修理指示をオンラインで出すことができるため、整備士を現地に派遣するコスト

や時間の削減により、大幅な事業効率化が期待される。当コンソーシアムの海外展開のみならず、今後の日本

の農機具メーカーの海外進出の後押しのため、今後も本事業にて実施した’村の精米所サービス’のビジネス化を

はじめとする新たなフードバリューチェーン創造の取り組みを推進する。 
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ANNEX 

1. サンプル（籾・玄米・精米） 
 
サンプル番号１（MATHEW KAMANU ｜ 地域名 MAHIGAINI） 
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サンプル番号２（MOSES KAREITHI ｜地域名 MURUBARA ） 

 
 
サンプル番号３（PETER GICHIRA KARUU 地域名｜MAHIGAINI） 

 



19 

 
サンプル番号４（PETER MUTUGI CAPITAL M JOSEPHINE｜地域名 MUTITHI） 

 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

2. 現地適合性調査 機材設置先リスト 
 各設置先に精米機 1 台と石抜機 1 台を設置した。2 台は予備機として管理 
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ムエア地域機材設置先 分布図 

 
 
キスム地域機材設置先 分布図 
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3. 現地適合性調査 収集データ 
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4.製品パンフレット 
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 5.マニュアル・手順書 
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